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2022年11月21日
電力広域的運営推進機関

需給ひっ迫への対応
～需給関連情報の概要及び発信について～

報道機関向け説明会資料



2はじめに

◆ 本機関では、広域予備率（kW）に基づき、電力需給ひっ迫が見込まれる場合には、国
や一般送配電事業者と連携して対策を実施しています。

◆ また、今冬についても、電力需給ひっ迫への備えとして、 11月11日から冬季のkWhモニタ
リングを開始しており、今後、kWモニタリングおよびkWh余力率管理についても公表を開始
いたします。

◆ これらの公表は、需給変動や電源トラブルなどによる需給バランス悪化を早期に捉えたうえ
で、各事業会社様に情報発信や対策を講じていただくために実施するものです。

◆ 本日は、これら取り組みの解説と数値の意味、情報の掲載箇所等についてご説明させてい
ただきます。
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１．電力需給バランスに関する情報発信



4１ 電力需給バランスに関する情報発信

◆ 今夏より、週間・前日・当日の広域予備率に加え、前日16時目途／前々日18時目途
に公表する電力需給ひっ迫警報・注意報／準備情報の運用を開始。

種類 週間
前々日

（準備情報用）
前日

（警報・注意報用）
前日 当日

公表タイミング 毎週木曜日夕方
前々日18時目途
（※準備情報発出

時のみ）

前日16時目途
（※警報・注意報発

出時のみ）
毎日18時ごろ

当日30分ごとに自
動更新

公表内容

翌週・翌々週の
日別の最大需要・
最小予備率時の2
点の広域予備率

翌々日の最小予備
率時の広域予備率
で、準備情報の発

出を判断

翌日最小予備率時の
広域予備率で警報・
注意報の発出を判断

翌日30分ごとの
48点の広域予

備率

当日30分ごとの48
点の広域予備率

週間 実需給

定期的に
システム公表

定期的に
システム公表

需給ひっ迫が
予見される場合に算定

※スポット取引の結果などBG計画を反映した前日段階の広域予備率とは用いるデータは異なるため「エリア予備率」と整理している。広域機関においてシ
ステム外の対応により均平化など広域予備率と同じ計算を行うことが可能となったため、ここでは分かりやすさの観点から「広域予備率」と呼ぶ。
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２．電力需給ひっ迫時の対応



6２ 電力需給ひっ迫時の対応
電力需給ひっ迫警報・注意報（前日）、準備情報（前々日）の発信

◆ 前日時点で、広域予備率3%未満の場合に電力需給ひっ迫警報が、広域予備率が
3%～5%未満の場合に電力需給ひっ迫注意報が発令される。

◆ また、前々日時点で、広域予備率※が5%を下回る見通しとなった場合には、電力需
給ひっ迫準備情報が発信される。

(前日) 10時 12時 13時 14時 15時 16時 17:30 18時

Web公表

注意報
/警報対応

＜前日の広域予備率の算定イメージ＞

スポット
市場結果

気象予報・系統制約の取り込み

需給調整市場（３次②）結果

BG計画
取り込み

翌日計画
（一送）策定

広域
予備率
計算

BG計画
提出

翌日計画
（一送）
仮策定

広域
予備率
仮計算気象予報・系統制約の仮取り込み

広域
予備率
公表

警報/
注意報
発令

算定する時点の違いで、需要、供給の諸元、追加供給力対策の反映の違いにより、16時の警報/注意報時の
広域予備率と、Web等で公表する広域予備率の数値は異なる。

※スポット取引の結果など、BG計画を反映した前日段階の広域予備率とは用いるデータが異なるため「エリア予備率」と整理している。広域機関においてシステム外
の対応により均平化など広域予備率と同じ計算を行うことが可能となったため、ここでは分かりやすさの観点から「広域予備率」と呼ぶ。



7２．電力需給ひっ迫時の対応
広域予備率の公表

◆ 電力需給ひっ迫注意報が発令された本年６月には、前日夕方にプレスブリーフィングを実
施。広域機関では広域予備率の算定結果や講じた対策などについて説明。

6月30日の前日段階16時段階の広域予備率（6月29日公表）



8２．電力需給ひっ迫時の対応
追加供給力対策

◆ 電力需給ひっ迫時には広域予備率（kW）に応じて、広域機関及び一般送配電事業
者が連携して追加供給力対策を実施。



9２．電力需給ひっ迫時の対応
連系線を活用した融通指示とひっ迫時の容量拡大に関する運用

◆ 電力需給ひっ迫発生時の追加供給力対策には、電源Ⅰ‘などを各エリアの一送が行う対策と、広域
機関が行う他エリアからの融通指示がある。

◆ 他エリアからの融通は連系線の空きがあれば時間前市場等の取引で極力活用することが基本。また、
応援エリアの需給状況も踏まえて融通量が決まることからも実需給に近い段階（概ね２時間
前）に融通指示を行う。

◆ また、マージン使用など停電を抑えるための機能を活用する場合にも、実需給に近い段階で判断する
ことで、リスクを最小化することが基本となる。

広域予備率は電気が不
足するエリアへ流れ、同じ
予備率になるまで空きが
埋まっていく想定で計算
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３．広域予備率web公表システム

※説明会では実際のHPを使ってご説明



11３．広域予備率web公表システム

電力広域的運営推進機関ホームページ（トップページ）

https://www.occto.or.jp/
②クリック

①クリック
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クリック

系統情報サービス・でんき予報・広域予備率Web公表システム

https://www.occto.or.jp/keitoujouhou/index.html

３．広域予備率web公表システム
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①クリック

系統情報サービス
https://occtonet3.occto.or.jp/public/dfw/RP11/OCCTO/SD
/LOGIN_login#

３．広域予備率web公表システム

②クリック
③クリック
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広域ブロック情報

３．広域予備率web公表システム

こちらにコメントが入ることがありますので
記載内容にご注意ください。



15３．広域予備率web公表システム

カーソルが合うと表示が消えます

広域予備率情報

https://web-kohyo.occto.or.jp/kks-web-public/



16３．広域予備率web公表システム

クリック

広域予備率情報

https://web-kohyo.occto.or.jp/kks-web-public/

初期設定：広域予備率



17３．広域予備率web公表システム

広域予備率情報

https://web-kohyo.occto.or.jp/kks-web-public/

条件選択
・翌日分は18時以降確認可
（注．警報・注意報時はトップページ参照。数値が異なります。）
・週間情報については、精度が低いことから取扱注意
（逐次更新も実施しないデータとなります）

数値は当該エリアを含むブロックの広域予備率
同じ数値になっているエリアが同一ブロックとなる。
（融通等の実施により同一の予備率とすることが可能なエリア）



18３．広域予備率web公表システム

広域予備率情報

https://web-kohyo.occto.or.jp/kks-web-public/

クリック

こちらのページにコメントが入ることがありますので
記載内容にご注意ください。
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４．電力需給モニタリング
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電力広域的運営推進機関ホームページ（トップページ）

https://www.occto.or.jp/

４．電力需給モニタリング

①矢印クリックで表示変更

②クリック



21４．電力需給モニタリング

電力広域的運営推進機関ホームページ（トップページ）

2022年度冬季の電力需給モニタリングについて｜お知らせ｜電力広域的運
営推進機関ホームページ (occto.or.jp)

https://www.occto.or.jp/oshirase/shiji/20221111_jukyukakunin.html


22４．電力需給モニタリング

◆ 従来の電力需給検証などでは、発電する設備（発電所等）の供給能力（いわゆる
「kW」）を中心として、適切な予備率が確保されているかを評価。

◆ 一方、LNGをはじめとした燃料の需給がタイトになることにより、電力需要に対して、供給で
きる電力量（いわゆる「kWh」）が不足することでも、電力需給がひっ迫する。

◆ 広域機関では昨今の電力需給の厳しさを踏まえ、昨年度冬季からkW・kWhの両面で供
給力の確保状況などのモニタリングを実施している。

kW供給力（高さ）

kW

時間

kWh供給力（面積）



23４．電力需給モニタリング
kWh面からの電力確保状況

◆ kWh対策の第一歩は早い段階でkWh供給力を確認し、小売電気事業者や発電事業
者に対して、ひっ迫の可能性などに対する適切な情報を公表すること。

◆ 個社の在庫調達状況だけでは判断が難しかったが、日本全体でのkWhバランスを評価
することで、小売による電力確保や発電事業者における追加の燃料調達などの行動を促
すことができる。

◆ このため、2か月先までの動向を確認するkWhモニタリングを定期的に実施。

◆ 6月下旬からは、直近の気象予報をベースとした燃料消費想定から２週間先まで管理す
るkWh余力率管理を実施することで、需給ひっ迫の発生が予見される場合には至近で実
施可能な需給対策を講じることが可能となっている。

運用下限

kWh余力率管理 ＫＷｈモニタリング

気象予報
より想定

厳気象想定

基準線（平年並）

リスク線（厳気象）

2か月
2週間

kWh

kWh余力率管理とＫＷｈモニタリングにおける日別の余力推移（イメージ）

kWh余力

対象期間



24４．電力需給モニタリング
kWhモニタリング（対象期間:11/26～1/12）の結果

◆ 2か月先までの厳気象を想定した電力消費量に対して、2か月後のkWh余力は12,810GWhと
なる見込み。

◆ このkWh余力は、対象期間の平均電力消費量の5.0日分に相当。

◆ 昨年度と比べ足下のkWh余力は高い水準だが、今後の電源の計画外停止、需要の増加、燃料調
達状況で、大きく変動することに注意が必要。
※ 例えば、大規模ベースロード電源（100万kW）が停止することで1,350GWh程度、太陽光、風力の出

力が10％低下すると1,200GWh程度の余力減少が見込まれる（ともに60日間の停止または出力低下
で換算）。



25＜参考１＞kWh余力率管理の例

◆ 直近の気象予報をベースとした燃料消費想定に基づき、実需給までに適正な供給力
（kWh）が確保されているか確認。



26＜参考２＞ kW面からの電力確保状況（今冬は12月上旬から順次公表予定）

◆ 直近の気象予報に基づく需要想定や発電機の計画外停止状況を踏まえ、週間単位のkWバランス
を確認した。（期間は7月9日～9月30日まで毎週実施。評価結果を広域HPにて発信）
① 週間計画の概況（毎週木曜日に公表される週間広域予備率）
② kWモニタリング（需要を厳気象発生時の想定需要（H1需要等）に置き換えたリスク評価）

◼ リスク評価にて広域予備率5%を欠く場面においては、仮に全国的なH1需要発生時には需給が厳
しい局面も在り得る週として、実需給断面まで需給動向をより注視している。（前々日以降の実需
給断面で警報・注意報/準備情報発令に至る需給ひっ迫局面はなかった。）

＜今夏の公表資料（抜粋）＞


